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1 市有地の処分について

市有地売払いの結果報告"

長崎市青山町458番4

2

所在地

長崎市西出津町字長迫3229番2

3 長崎市大手1丁目221番2ほか1筆

4 長崎市深堀町4丁目1番2

5 長崎市東町2451番4

地目

宅地

地積

原野

・十

6.09 r6

宅地

予定価格

88.08 nr

宅地

58,000円

27.91 m

"、

雑種地

売却価格

201,000円

28,37 rrr

200,000円

349,000円

処分方法

16.85 rrr

220,200円

238,000円

167.30 nf

随意契約

相手方

350,000円

178,000円

随意契約

個人

1,024,000円

300,000円

随意契約

個人

185,000円

随意契約

1,2聞,200円

個人

※「地目」は登記簿の地目を記載。

随意契約

法人

^

個人
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2 市・県民税申告会場の見直しについて

(1)目的

現在、市内41ケ所で実施している市・県民税申告会場にっいて、人口減少や高齢化等

に伴って申告者数が減少傾向にあって、郵送による申告も増加傾向にあることから、各

地域センターを拠点とした申告会場の集約を図り、効率的な受付体制に見直す。

(2)これまでの経過

ア平成29年10月の行政サテライト機能再編成に伴い、旧行政センターが行ってぃ

た市・県民税の申告受付業務については市民税課に集約することとなったが、再編成

後も、 41 ケ所の申告会場はそのまま維持し、旧行政センター管内も含めて市民税課
職員が行うこととなり、これまで4回の申告受付を行ってきた。

イその間も人口減少や高齢化により申告件数は減少傾向にあって、申告者数が極端

に少ない会場もある一方で、コロナ禍を契機に郵送申告を推進した結果、郵送申告の
割合は約6割となり、問題なく申告受付ができてぃる。

ウ再編成後においても、受付日数の調整や受付体制の見直しを実施してきたが、多

くの申告会場に市民税課職員等が移動することは時間的ロスが大きく、また帰庁後

に申告に伴う審査を時間外に行うため長期的な時間外勤務が発生してぃる。

(3)見直し内容

令和4年2月受付開始分から、各地域センター管内に 1 ケ所と池島縞隹島)の計21 ケ
所に申告会場を集約する。

【会場一覧

総合
地域センター

務所

式見区ふ

中央地域センター

小ケ倉地域センター

小榊地域センター

西浦上地域センター

滑石地域センター

福田地域センター

中央

現在の受付会場

(41 ケ所)

南公民館

西公民館

B C I

区心、あいノノ、

⑦

ノ」、

アホーノチ

緑が丘地区ふれあいセンター

戸 区ふ 、ノ

手熊地区ふれあいセンター

田地公民館

田手原公民館

長崎西彼業協同組合日吉営業所

大崎公民館

茂木地区ふれあいセンター

式見地区ふあいセン

茂木地域センター

⑧ 式見地域センター

見直し後〔R4.2~〕

(21 ケ所))

N 別

(.2~.XP

心、あ

い

ーー,

市庁

セン

、^

アハーノ

心、れあ、

公民

地

ン

茂雌公民

、

↓
↓

、
i

↓
↓
↓

①
②
③
④
⑤
⑥

1



総合

事務所

東

地域センター

日見地域センター

東長崎地域センター

土井首地域センター

深堀地域センター

香焼地域センター

伊王島地域センター

高島地域センター

現在の受付会場

(41 ケ所)

日区ふいセンター

戸石地区公民館

古賀地区市民センター

ム

南,民

深

南

⑯

ノ

八れあ、ンター

セン

開'合センタ

地ノ

黒浜公民館

木場公民館

高浜地区公民館

野母崎樺島地区ふれあいセ

ンター

脇岬地区公民館

地'ター

地セター^

三重地区公民館

西樫山公民館

セン^

;鳥総伺センター

黒崎地区公民館

出津地区ふれあいセンター

交"ンターJ》、

琴海北部研修センター

琴海文化センター

文イセン

野母崎地域センター

-8-

見直し後〔R4.2~〕

(21 ケ所))

目見地区八民

セン

三和地域センター

三重地域センター

.、るさ
北

公民

⑲ 外海地域センター

ノ

⑳

(4)見直し後の対応

ア郵送申告を推進し、何をどこにどのように書いたらよいのか自然に書き進めるよ
うなわかりやすぃ申告書の書き方、返信用封筒(料金受取人払い)を申告書に同封
し、また所得等が自動計算できる申告書を市ホームページへ掲載。

イ会場別に町又は番地毎の受付可能日を設定し、また申告期間を一部延長すること

により来場者を分散化。

(5)周知方法

ア地域センターと連携し、会場廃止の対象地区の自治会等へ事前説明。

イ地域センター掲示や自治会回覧の依頼、「広報ながさき」及びホームページ等へ

掲載。

ウ廃止する会場に案内板等を設置。

工来年1月下旬に送付する市県民税申告書に同封する日程表にてお知らせ。

心、

島開

琴海地域センター

^

あ、セン

~合セ'ター

'1,Z /

母" ンター

地 ン

ター

↓
↓

↓
↓

、

↓
↓
↓
↓

三

三

↓
↓

、
ノ

⑪
⑫
⑬
⑭
⑮

⑨
⑩

⑰
⑱



【参考】

1 申告件数の推移

1.市県民税申告
(~3 31)

①受付件数

②うち、郵送件数

2.確定申告
(~3/15)【国税】

H29

前年度比

③郵送申告率

9,432

4受付件数

H31(RI)

H四年度比

⑥受付件數計 14'283

※陀及びR3年度は新型コロナの影によし坤告期限の延長あり

2,867

⑤電子申告(e・T麒)痢朔率
※長噛税務暑管内

8β32 ▲8.5%

30.4%

R2

前年度比

4.851

20.000

フ,518 '129%

8.9%

36.2%

18.000

49.2%

3,0"'1.フ%

唆料11

+5,8

R3

前年度比"四年度比

4,545 '6.3%

6,7部'9.フ%▲28.1%

40.8%

12,000

54.7X

3,746

10,000

+4.6

4,1船▲8,4乳

+5.5

13,17フ'フ.5× 11,681 '11,4% 10,364 '11.6×'27.4X

221%

8.000

55.2%+14.4 +24.8

56.8%

30.7X

3,578 ' 14.1%'26.2%

4.000

+2.1

2.000

623% 十5.5 +13.1

H29

①市県民税
【受付件数】

⑥受付件数

^⑤確定申告【電子申告(e、TAX}利用率】
※長崎手兇務管内

R2

④確定申告
【受付件数】

③市県民税【郵送申



2 会場別申告件数の推移

総合

事務
所

地域センター

南公民

①中央地域センター西八民

NBC別館

②小ケ地域センター小ケ倉地区ふれあいセンター

③小榊地域センター小榊会館

チトセピアホール

④西浦上地域センター

緑が丘地区'邊'しあいセノター

⑤滑石地域センター滑石地区ふれあいセンター

手地区δあ、センター
⑥福田地域センター

福田地区公民館

田手原公民

西彼農同組合日吉

⑦茂木地域センター
大公民館

茂木地区ふれあいセンター

⑧式見地域センター式見地区ふれあいセンター

⑨日見地域センター日見地区ふれあいセンター

戸石地区公民

⑩東長崎地域センター古地市民センター

東公民館

⑪土井首地域センター南部市民センター

⑫深堀地域センター深堀地区ふれあいセンター

⑬香焼地域センター香焼地域センター

⑭伊王地域センター伊王開発総合センター

⑮高地域センター高島地域センター

浜公民

木公民館

高浜地公民館
⑯野母崎地域センター

地ふれあいセンター野母

脇地公民

野母崎地域センター

⑰三和地域センター三和地域センター

地区公,民館

⑱三重地域センター西山公民館

三重地区市民センター

池総合開発センター

黒崎地公民
⑲外海地域センター

ふれあいセンター出、

ふるさと交流センター

ンター海北

⑳琴海地域センター琴海文化センター

琴海南部文化センター

受付会場(2/1~3/15)

年度

80

中央

2

H29

(行政サテラ什
再編前)

確申合計 聞設日数

23 72

市申

49

※ R3年度は新型コロナの影響により8会場が受付中止(2/1~2/5)
また、三和地域センターは13日→8日に短縮(5日問中止)

「ーーーーー^廃止する会場

100

39

1,933

67

70

0 1,933

60 127

170

H31(RI)

市申

4

38

606

東

確申

21

2

42

11

80

257

72

ム号十 開設日數

65

1,904

67

80

354

36

863

38

6 148

22

307

116

0 1,904

56 123

市申

35

64

3

23

74

20

661

R2

554

12

確申

18

70

【斜線】

42

42

11

10

3

74

427

58

134

合計 開設日数

53

6

1,295

74

65

326

8

50

981

71 129

2

18

101

南

23

396

124

0 1,295

49 123

0

12
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15

56

51

17フ
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3
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44

61

26
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104

488

"

確申

21

64
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63
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2
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3
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3 宿泊税導入に向けた取組みの進捗状況にっいて

(1)検討の経緯

宿泊税にっいては、本市が「昭和の観光都市」から「21世紀の交流都市」へとレ

ベルアツプを図り、都市の魅力を高め、観光の振興に資する施策に要する費用に充

てることができる持続可能な財源となり得ることから、導入に向けた検討を行って
きた。

これまでに、令和元年10月から令和2年9月にかけて、外部有識者等からなる

長崎市宿泊税検討委員会において検討を行い、その結果、同委員会より、宿泊税の
使途、課税要件、導入までの取組み、基金の設置にっいて提言がなされ、「宿泊税
を長崎市において導入することは適当である」旨が報告された。

また、それらの提言及び報告内容等を踏まえっっ、宿泊事業者とも意見交換を行
いながら、一部意見を制度内容の案に反映させるなど、制度の詳細にっいて検討を
続けてきた。

ア長崎市宿泊税検討委員会

(ア)設置期間:令和元年10月1日~令和 2年9月30日

(イ)委員構成:6名(学識経験者、宿泊事業者、観光関係事業者等)

(ウ)審議内容:導入の妥当性、使途、,課税要件(税率、免税点等)

(エ)開催等実緒

令和元年1 0月1 5日

令和元年11月11日

令和2年2月20日

開催日

令和2年8月

令和2年8月3 1日

令和2年9月28日

※新型コロナウィルス感染症の影響により、第3回と第4回の間で約5力月中断。

イ宿泊事業者との意見交換

検討委員会終了後、令和2年Ⅱ月11日に宿泊事業者との意見交換会を実施し
た。今後も新型コロ・ナウィルスの感染拡大状況を見極めながら、導入の方針及び
主な制度内容にっいて、改めて説明会を開催したうぇで、導入に向けた準備を進
める予定である。

4日

第1回(長崎市の情勢、観光の現況)

第2,回(他都市の状況、長崎市の観光戦略等)
第3回(使途の検討)

第4回(使途、基金、課税要件の検討)

第5回倖&告書素案の検討)

主な内容

報告書提出
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(2)

ア

制度の内容

課税要件等に係る主な検討内容

内容.,

税率脱額)

及び免税点

,1検討委員会"(案)
1人1泊につき

200円(一律)

●^旦億巴

宿泊_事業者の主な意見
・高額な施設と低額な

施設への宿泊に対し同

額の税額が課されるこ

とへの不公平感がある

ため、段階的な税率区

分を設けるべき。

・宿泊料金に対する宿

泊者の負担率を考慮す

べき。

課税免除

税率の設定については、目的税と

して応益課税するとともに、応能

課税の考え方も加味し、宿泊料金

に応じ、段階的な税率殷定とする。

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

,・1万円耒需二100何:
・1万円以上~2万円未満:200円,

,・2万円以上:500円 1
1 .^^^^^^^^^^^^^^^^^

●税収^巴

※宿泊料金に対する税額の割合が

概ね 1.0~2.5%程度となるよう

税率設定を行う。

修学旅行その他学校

行事に参加する児童、

生徒、学生及び引率者

については課税免除

'現在・'く案)

特別徴収

交付金

変更なし

※使途の考え方、毎年度の積立基

準、積立目標額、他の観光関連基

金とのすみ分け等を整理したうえ

で設置する。

事業者の宿泊税導入

に伴う事務負担への

支援として交付金制

度を設ける。

・当初5年間:納付額

の3%

・6年目~:納付額の

2.5%

概ね賛成

基金の

設置

・交付金制度の創設に

ついては特段意見な

し。

・'導入時の宿泊施設の

管理会計システム等の

改修負担及び改修期間

への懸念の声あり。

4

変更なし

緊急的な事業実施等

の財源として、宿泊税

の一部を活用した基

金を設置

※税収規模にっいては、試算の前提となる宿泊者数及び課税免除対象となる修学旅行生数はいず
れも令和元年長崎市観光統計による。

先行都市と同様に、納期内納付額

に応じた特別徴収交付金の制度を

創設する。

※制度の.詳細、.システム改修等へ

の負担に対する対応にっいては検

討中。

-12-
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【参考】宿泊料金に対する税額の割合のイメージ

当初案(一律200円)害1」にコ
1

脇

眺

3%

箆

1%

眺

イ宿泊税の使途

宿泊税の使途となる観光振興施策にっいては、検討委員会からの提言等も踏まえっ
つ、"「訪問客への還元」という取り組み方針に基づいて、概ね次の 5 つの分類に沿っ

て取り組むこととする。法定外目的税という性質上、充当にあたっては、当該方針の
もと、その効果にっいて市民、納税者となる宿泊者、関係事業者等に対し、明確な説
明が可能であり、かっ理解が十分に得られる内容の事業に対して行う。

10
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害"園

5%

15

宿泊料金(千円)

現在案(100~500円)

峨

20

3%

解

部

1%

①受入環境整備

分類

帆

②情報提供・誘致

取り組み方針:「訪問客への還元」

10

③サービス向上・

消費拡大

・国内外訪問客のワンストップ案内受入

'公衆無線LAN整備(wi-Fi 整備等)、ユニバーサルッーリズム推進

'宿泊施設等の受入環境水準向上侈言語化割のための取り組み支援

15

宿泊料金(千円)

④資源磨き

国内外へのワンストップの観光・MICE に関する情報の提供

観光・MICEの誘致、 MICE開催に対する補助など

加

⑤緊急事態対応

'ナイトタイムエコノミーの推進、長崎ならではの朝型・夜型の体験コンテ
ンツの造成支援

'まちMICE(MICEの開催効果をまち全体に波及させる取組み)の推進など

部

主な取り組み事例

'夜間景観の整備、歴史的建築物等の整備・改修(ユニークベニューとして
活用等)など

'観光産業に影響を与える感染症の流行や災害、国際情勢の悪化等の環境変
化に柔軟に対応するための取組み

'「安心安全」な環境づくりや璞斤たな生活様式」による旅行スタイルの変化
への対応など、ボストコロナにおける需要喚起に必要な取組み

など



(3)導入時期

令和5年中の導入を目指し準備を進めるが、導入時期にっいては、新型コロナウ
イルス感染症の収束状況や導入に係る準備期間等も考慮したうえで、決定する。(施

行期日は、最終的に総務大臣同意後に規則で定める予定。)

※条例案の議会への提案、総務省との協議、事業者への説明会の実施などにより、
条例案を提案してから施行まで1年程度の期間が必要となる。

、
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4 長崎市債権管理条例の制定及び未収債権の権利の放棄にっいて

債権管理の適正化を図り、健全な財政運営を行うため、令和3年度中に長崎市債権管理
条例の制定を行うとともに、債権を適切に管理するための体制を構築する。
また、条例施行に先立ち、現時点で不良債権化している非強制徴収公債権及び私債権の
債権放棄を行うことを予定している。

(1)長崎市債権管理条例の概要

ア条例制定の目的

(ア)統一した手続・基準を確立し、適正かっ公正・公平な債権管理の環境を整備する。
(イ)債権放棄の規定を設けることで、回収可能な債権に注力できる体制を構築し、債権
管理の適正化を図り、健全な財政運営を行う。

(ウ)生活困窮者を把握した際は、関係部署の情報共有など連携を強化し、生活困窮者自
立支援法の趣旨に則った生活再建にっながる取り組みを進める。

イ施行予定日

令和4年4月1日

(2)未収債権の権利の放棄につぃて

現時点で長崎市が有する債権のうち、「事実上回収できる見込みがないと判断される
債権」にっいては、条例制定前に、現状の地方自治法上の手続きに則り、債権放棄を
行うこととしたい。

また、条例においても、同内容での債権放棄の規定を盛り込む予定である。

【参考】令和3年度中に放棄予定の債権の見込件数及び見込金額

見込件数

パブリックコメント

長崎市債権管理条例議案提出

非強制徴収公債権及び私債権の債権放棄議案提出
長崎市債権管理条例施行予定

ア私債権のうち、消滅時効に係る時効期間が経過したもの。

イ著しい生活困窮状態にあり、かっ今後の資力回復が困難なもの。

ウ強制執行等を行った後、蕪資力かっ今後み資力回復が見込め
ないもの。

工所在不明や法人の事業休止等の状況が続いているもの。

オ破産事件が終結し、債務が免責されているもの。

力死亡後相続人が不在であり、債権額が法的措置の費用に満た
ないもの。

見込額

-15-

債権放棄予定の項目

約 430件

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

(3)今後のスケジュール

・10月

・11月議会

・令和4年4月1日

約 5,600 万円

※令和 3年7月30日調査



(4)条例施行後の組織体制について

令和4年4月1日の条例施行とあわせ、条例制定の目的を達成できるよう.、理財部
において債権管理を適切に行う体制構築の検討を行う。

.1●、

;゛

現在の体制

日常業務と債権回収を少

人数(兼任)で担い、回収

が後回しになりがち

区趣図

^_

☆回収困難事例の相談体制整備及び法的措置案件の一括管理
☆全庁的な債権管理に.かかる、技術向上に向けた取り組み

"炉

」

,,、ト'

゛、ー.、..゛

人事異動などにより、専門的

知識・ノウハウの蓄積が困難

法的処理の対応がわからない

所管課は取組目標を設定し、進

捗管理

理財部はヒアリングし、継続的な

改善を図る

'ご,所管課".1
相談・法的措置案件の移管'^、,.

■i 壽i ヲ1'亘
為.1.'^1,、・,{奇均,,'法的専門家

^
見直し(案)

統一されたマニュアルと理

財部によるバックァップで、

効率的に徴収可能

区ーヨ
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'子.

法的措置が必要な案件は、弁護

士等と連携し理財部で集中管理

指導や助言を行う体制強化

①
、
二
瓢

、
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"
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【参考1】債権の区分体系と種類

債権の分類

債権発生

未収金の

回収方法

時効期間

強制徴収公債権

自力執行による強制徴収が

可能(裁判所手続不要)

時効による

債権の消滅

賦課や処分など公法上の原因

5年

又は個別法に定める期間

公債権

債務者の

財産調査

市の債権

債権の例示

非強制徴収公債権

地方税法に基づく調査権あり

(金融機関等への調査可能)

※1 令和2年3月31日以前に発生したものは旧民法の適用

※2 「時効の援用」:時効の完成により利益を受ける者(債務者)が、債権者に時効の完成を主張ずること。

【参考2】未収債権の内訳(令和元年度決算)
※企業会計は除く

時効期間満了後消滅

市民税、固定資産税、

国民健康保険税、

介護保険料等

強制徴収を行うには裁判所手続が必要

5年

契約など私法上の原因

私債権

調査権は無い

(本人聞取りによる調査が主となる。)

行政財産使用料、

し尿処理手数料等

5年

又は10年※1

占が了しても

なけは

②一元化債権,
50.5%

からの

' 1 1

水道料金、学校給食費、
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【参考3】債権管理条例制定の背景

市税等1 部に
おいて一兀イを
イテつい
は今イ高いKシ
の'収率,が
、,に).:^。

※(令和2年4月時点)未収債権額の推移 (単位:100万円)
98%

10,784
80歳以上 2,459人 139,596千円

97%

市税の徴収率^口市税 70~79歳 4,796人 419,027千円
4,151 96%

7244 フ,049人746,471千円60~69歳
95%

,198 6255ロー元化 5,767
50~59歳 5,332人 795,617千円

94%

40~49歳 5,217人 7フフ,742千円
93%

30~39歳 4,181人 517,757千円
92%

0.剛と曳.つ 20~29歳 3,567人 309,552千円958 937 904 921907 890
て、ない。 91%

口病気・けが等口事業不振等口生活困窮等口納税意識の欠如等口その他H26H21 H27 H28 H29 H30 H31

明確にした包1、ナ基Sがナ',.'ナ、ー、,1iゞ、、、.、,善ぐ倖を、、主。=、
一的な債権管理が行われていない。 的に管理.することで事務の非効率化を招いている。 困難なため、専門知識及びノウハウが不足。

未ご額(f^債権 5,675 1,832 1,60ξ5'2434β104,691
ロ,乞0'して"後口その他 1,339,343
権、0の債権)ぐの債権' 3,2522,9132,5502,370

^

-1 Q-

関

,'ペ・滞納者の高齢化が進み、滞納理由は生活困窮が目立つ。
武・包括外部監査で債権管理条例の必要性について意見がなされる
1.'債権管理条例は、中核市49市/60市中で制定済

徴収「元化5債権における滞納理由分布 (人)

睡 ■

、...,,、、',

叉

手段 債権管理条例の 4定

条例に規定す事項の 1示

市長の貢務(適正な債権管理、生活困窮者の生活再建支援

債権管理台帳の整備

債権放棄

債務者情報の内部における共有など

債権管理条例により期待される効果

●権,のによって異なる手先きを整理し、統一的な処埋基準を{める
しとで、適正かつ公平・公な権管理の環境整用が図られる。
●不良債権化した権の整が進む。

●各権所管課で務者情報を共有することで、効率的力つ効果的な債権
管理につながる。

●生活困窮者の活再建につながる。

印 ^ ず

効果的な債権管理体'の構築

.制の付示

弁壽士等と連債権所管課と専門的知識を納付困難な
ケースについ携し、法的措理財部の継続有する職員の
て協議・相談置が必要な案した連携体制育成
ができるバッ件を一元化す構築待充一基
クアップ体制る仕組み 準・進捗管理)

効果的な債権管理体制により期待される効果

●各一管課では困難な法的措置を、専門的知識をする理財部に
おいて一括で行うしができる。

●1里財。と債権所管課が継続的な連乃体制をとることで、専門的
知識有する職員の育成につながる。
●生活困窮者の情報を共有し、徴収早 棄とわせ、関係
関との連携1一より生活再建支援へとつながる。
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